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人口減少社会において、地域社会の活力を維持・向上させるためには、住民

の通勤や通学、通院、買物等日常生活において必要不可欠な移動手段の確保に

加え、文化活動やコミュニティ活動等を含む様々な外出機会の創出を図る必要

があり、そのためには、誰もが安心して利用できる公共交通の確保が重要とな

ります。 

しかしながら、公共交通を取り巻く環境は、利用者数の減少や交通事業者の

経営悪化等に伴い公共交通ネットワークが縮小するなどますます厳しいものと

なってきており、今後は、従来の公共交通政策に加えまちづくりや観光などと

連携した新たな取組が必要とされています。 

本研究会加盟市をはじめとする各都市では、これまで、コミュニティバスや

デマンド型（利用者要求に対応する運行形態）交通等の導入や公共交通事業者

への財政支援を行うことで公共交通の活性化や再生に取り組んできたところで

あり、また、近年は、ＬＲＴ（Light Rail Transit＝次世代型路面電車システ

ム）やＢＲＴ（Bus Rapid Transit＝バス高速輸送システム）等の導入や公共交

通ネットワークの再編に向けた取組も増加しております。 

このような状況の中、平成 25 年 12 月に施行された「交通政策基本法」では、

日常生活等に必要不可欠な交通手段の確保、まちづくりの観点からの交通政策

の促進及び国・自治体・交通事業者等の関係者相互間の連携と協働の促進等に

ついての方向性が示されました。 

さらに、翌年の平成 26 年 11 月に施行された「地域公共交通の活性化及び再



 

生に関する法律の一部を改正する法律」において、地方公共団体は、「交通政策

基本法」の基本理念にのっとり、持続可能な地域公共交通網の形成に資する公

共交通の活性化及び再生を推進するため、従来の地域公共交通総合連携計画か

ら新たに地域公共交通網形成計画を策定することとなり、公共交通については、

従来の枠組みから脱却し、地域の総合行政を担う地方公共団体が中心となって

まちづくりと連携して公共交通ネットワークの再構築に取り組む姿勢が明確に

されたところです。 

今後、各都市は、新たな枠組のもとで公共交通の活性化や再生に取り組まな

ければなりません。そのためには、都市、第三セクター、交通事業者、地域公

共交通の利用者等の官民を通じた地域関係者の連携や協力が必要であると同時

に、国や都道府県は、都市における公共交通の様々な取組に対し財政支援や人

材派遣等必要な支援を行うことが求められています。 

本研究会では、こうした動向に対応すべく平成 26 年度及び平成 27 年度の研

究テーマを「都市における公共交通のあり方」と決定し、加盟 83 市に対して実

施した「都市における公共交通のあり方」に関する調査、公共交通に関し先進

的な取組を行っている都市への現地調査及び学識経験者等からの講演聴取等を

踏まえ、「「都市における公共交通のあり方」に関する調査研究報告書」として

取りまとめました。 

本報告書が、公共交通に関する施策に取り組むための参考資料として、また、

公共交通に関する議会の役割等を調査研究されようとしている方々のお役に立

つことを期待しております。 

最後に、本報告書の作成にあたり御協力いただきました関係各位に対し、心

から御礼申し上げます。 

 

 

平成 28 年 2 月 

































































































































































































































































１ 佐野市営バスの概要 

佐野市営バス（以下「市営バス」と

いう。）は、道路運送法第 78 条の自家

用有償旅客運送として市で運営してお

り、運行業務は、民間事業者に委託し

ている。バス路線は、現在、「基幹線」

「秋山線」「仙波会沢線」「野上線」

「飛駒線」「足利線」「名水赤見線」

「犬伏線」の 8路線 13 系統、所有する

車両数は 12 台（うち予備車 3台）とな

っている。 

市営バスの変遷をみると、平成 17 年

の市町村合併により、旧田沼町（昭和

62 年から運行）及び旧葛生町（昭和 57

年から運行）の町営バスを引き継ぎ、

市営バスとして運行を開始した。 

しかしながら、モータリゼーションの進展や地方の過疎化などの社会状況の

影響を受け、市営バスの利用者数が年々減少するとともに、様々な課題があっ

たため、全体的な見直しをする必要があった。 

そこで、今後の佐野市におけるバス交通の基本的な考え方をまとめた佐野市

バス交通基本方針を平成 19 年 3 月に策定し、平成 20 年 3 月には、平成 19 年 10

月に施行された地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づき、先に策

定した佐野市バス交通基本方針を引き継いで、第 1 期佐野市地域公共交通総合

連携計画を策定した。 

平成 20 年 10 月に、路線を再編して実証運行を開始し、運行ダイヤや運行経

路などの見直しを行い、平成 23 年 4 月から本格運行を開始した。 

 市営バス路線全体の利用者数は、実証運行開始前の平成 19 年度は約 5万人で

あったが、平成 25 年度には約 11 万 6,000 人まで増えた。 

平成 26 年度には、公共交通空白地域への新規路線として新たに「犬伏線」の

運行を開始したが、利用者は、当初の見込みを大幅に下回ることとなった。「犬

佐野市営バス路線図（平成 27 年 4 月 5 日～）
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伏線」は、新規路線であることから、住民説明会を開催し、説明会参加者に１

日乗車券の引換券を配付したり、「犬伏線」の対象町会に犬伏線に限った路線

図・時刻表を全戸配付するなどして周知に努めたが、現在においても利用者数

は伸びていない。 

また、「犬伏線」を除く既存の 7 路線の利用者数についてみると、全体とし

ては伸びているものの、近年はその伸びが鈍化傾向にある。 

 こうしたことから、第一に「犬伏線」の見直しを行い、さらに、中山間地域

を運行する路線について、利用者数の増加や収支率の改善が図られるよう見直

しを行う必要があると考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、市営バスに関する歳入・歳出予算（自家用有償バス事業特別会計）を

みると、平成 27 年度は、1億 7,840 万円となっており、前年度予算に比べ 4,000

万円の増加となっている。その要因としては、歳出において、運行業務委託料

の増加（運転手の安定雇用や質の向上を図るための人件費の増加、老朽化に伴

う車両の修繕費や整備費の増加等）、小型バス車両の購入等があげられる。 

歳入において、一般会計からの繰入れが 1 億 3,123 万円余りとなっており、

そのうち、自家用有償バス事業特別会計への繰入金は、平成 23 年度以降減少し

てきたが、平成 26 年度決算においては、増額になる見込みである。また、使用

市町村合併前後における佐野市営バス利用者数の推移（昭和 62 年度～平成 25 年度） 
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料、いわゆる市営バスの運賃収入が 2,000 万円余り（全体の 11.3％）となって

おり、厳しい運営状況が続いている。 

 

２ まちづくりと連携した佐野市営バスの取組 

（１）市町村合併後の市営バスの変遷 

ア 路線再編について 

   平成 17 年 2 月の市町村合併後、平成 20 年 10 月に行った路線再編の主な

ポイントとしては、次の 3点があげられる。 

① 市町村合併前の町営バスから引き継いだ路線延長を、運行頻度確保の

ために短縮するとともに、佐野地区、田沼地区、葛生地区のそれぞれの

市街地と佐野新都市地区の 4つの拠点を結ぶ基幹線を新設したこと。 

  ② 旧佐野市ではバス交通がほとんどなかったため、市民意向調査を行っ

た結果、希望（三者択一）が最も多かった赤見地区方面に路線を新設（「名

水赤見線」）したこと。 

  ③ 基幹線を基本軸とし、基幹線にこれまでの路線と新設した名水赤見線

を支線として接続させたこと。 

イ 路線再編後の主な路線の見直し 

① 「名水赤見線」について、右回り、左回りの循環型の運行経路から、効

率性を上げるため、平成 23 年 4 月に 4 系統（さくらの里線、運動公園循

環線、駒場線、市場循環線）に、さらに、平成 24 年 4 月に 2 系統（さく

らの里線、運動公園循環線）に変更し、1 日 10 便から 11 便に 1 便増便し

た。 

② 足利市の区域内を運行する「足利線」について、利用者の実情を踏ま

え、平成 23 年 10 月に運行経路の変更（下彦間明神前から寺沢入口まで

の区間を延伸、名草方面への運行の廃止、やすらぎハウス止まりに短縮）

を行った。この「足利線」の変更に伴い、足利市が足利市生活路線バス

名草線の運行を開始した。さらに、通学者の利便性を図るため、平成 25

年 4 月に朝夕の各 1 便の延伸（やすらぎハウスから足利女子高校前まで

の区間）を行い、1日 10 便から 8便に 2便減便した。 

③ 「犬伏線」（犬伏かたくり線、犬伏新都市線、犬伏みかも線、犬伏循
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環線の 4系統）について、平成 26 年 4 月に新規路線として運行を開始し

た。 

 

 

（２）第 2期佐野市地域公共交通総合連携計画等について 

 平成25年3月に策定した第2期佐野市地域公共交通総合連携計画においては、

「市民生活の安定向上及び地域経済の健全な発展」という基本方針のもとに、

次の 5つの基本目標を掲げている。 

① 市民の足となる公共交通 

② 環境に配慮した公共交通 

③ 地域活力の向上を図る公共交通 

④ 市民と共に作り上げる公共交通 

⑤ 安定的な財源の確保 

これらの目標を達成するため、例えば、市民の足となる公共交通では、運行

時間帯や運行頻度、運行経路などの工夫による利便性の向上を図ること、地域

活力の向上を図る公共交通では、公共交通空白地域の解消や地域にあった運行

形態の検討を行うこと、市民と共に作り上げる公共交通では、新規路線の導入

に当たりワークショップを開催して地域住民の声を反映させること、新規路線

の導入時や運行経路の変更時に住民説明会を開催すること、などの取組を行っ

路線再編前後の新旧路線図（7 路線 9 系統に再編） 
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ていくこととしている。 

 また、平成 26 年度から平成 29 年度までの施策の方針や目標を明らかにした

佐野市総合計画後期基本計画において、市営バス事業は、基本目標の「地域の

特色を活かした快適なまちづくり」のもとで、政策の「住みやすい快適なまち

づくり」、施策の「まちなかの活性化と公共交通網の整備」に位置づけ、各種

事業を計画的に推進することとしている。 

 

（３）ワークショップ手法を用いた公共交通空白地域への新規路線の導入につ

いて（「名水赤見線」、「犬伏線」） 

 佐野市では、新規路線導入の際に

は、佐野方式ワークショップとして、

住民が主体となったワークショッ

プを開催し、“手づくり風”なバス

路線案の策定を目指している。ワー

クショップでは、国土交通省関東運

輸局地域公共交通マイスターであ

る為国孝敏氏にコーディネーター

をお願いし、運営することとした。 

最初にワークショップを開催した 

のが、「名水赤見線」である。「名水赤見線」では、新規路線を導入すること

が前提となっており、実証運行計画を沿線住民が主体的に参加・関与して立案

した（参加人数 33 名（13 町会）、開催時期 平成 20 年 5 月～平成 21 年 3 月、

開催回数 8 回）。 

 このワークショップでは、住民と行政との間で運行の約束を決め、「利用状

況によっては廃止もあること（バストリガー方式）」を住民側に了解をもらい、

行政側は、「ワークショップで決めたとおりに運行すること」を住民に約束し

た。具体的に住民が決定したことは、路線名、運行経路、運行ダイヤ、バス停

の位置・名称であり、行政は、住民がワークショップを進めていく中で必要な

バス運行に関わる基礎データの収集、調査の協力をした。また、実証運行中は、

住民自らがモニターとなり、課題抽出や改善策を検討し、車内のバス停アナウ

実験運行の様子（「名水赤見線」） 
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ンスは、沿線の 2 校の中学生にお願いし、親しみのあるものにするなど地域住

民で育てるバスづくりを目指した。 

 次にワークショップを開催

したのが、「犬伏線」である。

「犬伏線」では、新規路線導入

の可否から検討した（参加人数 

49 名（20 町会）、開催時期 平

成 24 年 3 月～平成 25 年 2 月、

開催回数 10 回）。 

 このワークショップでは、新

規路線の導入に関し、推進派と

慎重派がおり、推進派からは、 

運転ができない高齢者・女性・子どものためや、10 年後への保険などのために

必要であるとの意見がある一方で、慎重派からは、財政負担の増加に対する懸

念や、福祉タクシー券を充実させた方がよいなどの意見があった。 

 このような状況の中、ワークショップ開催前に抽出でのアンケート調査を実

施していたが、客観的な判断を行うため、犬伏地区の全世帯を対象にしたアン

ケート調査を実施し、その結果をもとに市営バスの必要性について検討を重ね

た。 

しかしながら、意見はまとまらず、最終的には、ワークショップでの検討内

容やアンケート調査の結果等を踏まえ、市の方針として、犬伏地区への新規路

線の導入を決定した。 

 その後、ワークショップにおいて、路線の名称、運行経路、バス停の位置・

名称を協議し、平成 26 年 4 月に運行を開始した。 

  

（４）佐野市営バスの利用促進策及び周知活動等について 

 ① 佐野市バス・エコ・サポーターズクラブの設立 

佐野市バス・エコ・サポーターズクラブは、市営バスの支援や応援をしな

がら、多くの会員で市営バスを支え合うことを目的に、平成 20 年 10 月に設

立した。 

ワークショップの様子（「犬伏線」） 
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 サポーターズクラブの年会費は、 

個人会員が 5,000 円、法人会員は

10,000 円となっており、個人会員

の特典としては、市営バスに関する

もので一例をあげると、土・日・祝

日は、全路線の運賃が無料となって

いる。また、施設に関するものでは、

レイクサイド佐野（日光市に存する

市民保養施設）において朝食を無料

でサービスするとしている（平成２

７年４月１日現在）。このように、

会員には、会員特典を活用して市営

バスに数多く乗ってもらうことに

より、マイバス意識の醸成を育んで

いくことや、自家用自動車と市営バ 

スの双方を上手に利用して、「クルマときどきバス」を推進し、環境負荷の

低減に貢献することも目的にしている。 

② 夏休みこどもパスポートの発行 

小学生・中学生・高校生を対象に、夏休み期間中は市営バスが乗り放題に

なるパスポートを発行し、利用促進を図っている。 

夏休みこどもパスポート（小学生 1,000 円、中学生・高校生 2,000 円）は、

中学生が、田沼庁舎の西にある体育館で夏休みに行われるバレーボール教室

へ通う際に数多く利用されている。走行しているバスは、小型バス（35 人

乗りもしくは 29 人乗り）であるが、この間は乗車定員を超えるため、もう

１台の小型バスを随行便として運行させている。 

また、高校生については、主に「名水赤見線」や「足利線」で夏休み期間

中に学校に行く生徒がパスポートを購入し、市営バスを利用している。 

③ 無料乗車日の実施 

佐野地区、田沼地区、葛生地区において夏祭りが行われているが、それぞ

れの夏祭りの日に合わせ、平成 21 年から市営バスの周知を目的に無料乗車

佐野市バス・エコ・サポーターズクラブ

入会案内 
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日を実施した。 

無料乗車日においては、全路線の全便を無料とし、通常期よりも約 1.5

倍の利用者があったが、実施から 5年が経過し、周知の目的が達成されてき

たことから、平成 26 年度は、夏祭りのチラシ持参者について、1枚につき 5

名までを無料とすることにした。無料乗車の方法を変更したが、大きなトラ

ブルもなく無料乗車日を実施することができた。利用者数は、通常期の約

1.1 倍にとどまった。 

④ バスの乗り方教室の開催 

小学校や町会、育成会、老人会等と連携して、バスの乗り方教室を開催し

ている。 

特に、小学校では、小学 2年生を対象に公共交通の授業があり、校外活動

を実施する上で市営バスを利用したいという相談があり、平成 25 年度から

バスの乗り方教室の開催を始めた。出席者には、期日指定の１日乗車券の引

換券を配布し、後日、引換券を活用して実際に市営バスに乗車している。  

⑤ 市のホームページに運行状況を掲載 

従来から、各路線の運転手と車庫との間では無線で連絡を取り合っていた

が、無線が通じない地域があったため、ＦＯＭＡの電話回線を利用した無線

機を導入した。その結果、運行路線の全域において、無線が通じるようにな

り、運行状況が把握することができるようになったため、平成 26 年 12 月か

ら、市のホームページにおいて運行状況を配信するサービスを開始した。 

⑥ 市営バスの路線図・時刻表の配布 

市営バスの路線図・時刻表について、以前は全戸配布していたが、平成

25 年度分以降は、実際の利用者に行き渡るように、公共施設やバス車内で

配付している。 

⑦ その他 

市営バスの愛称「さーのって号」及びマスコットキャラクター「のっ太く

ん」の募集（平成 21 年）や、「さーのって号」の写真コンクールの開催（平

成 22 年）、市営バスに乗車した観光施設の利用者に、各施設の特産品と交

換することができるチケットを配布する特産品のプレゼント（平成 23 年）、

市の広報紙に、市営バスの乗り方や市営バスを利用したお出かけプラン、ダ
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イヤ改正などの市営バス情報を掲載（平成 21 年 7 月から 14 回掲載）等の利

用促進や周知活動を行っている。 

 

３ 地域公共交通会議・法定協議会等の設置状況について 

佐野市では、平成 19 年 5 月に、佐野市地域公共交通会議を市の補助機関とし

て設置し、平成 20 年 3 月に、法定協議会である佐野市地域公共交通協議会を設

置した。 

その後、平成 26 年 5 月に、佐野市地域公共交通会議を佐野市地域公共交通協

議会に統合した。 

地域公共交通総合連携計画の策定状況は、平成 20 年 3 月に、佐野市地域公共

交通総合連携計画（計画期間は平成 20 年 4 月から平成 25 年 3 月までの 5か年）

を、平成 25 年 3 月に、第 2期佐野市地域公共交通総合連携計画（計画期間は平

成 25 年 4 月から平成 30 年 3 月までの 5か年）をそれぞれ策定した。 

それ以外の地域公共交通計画の策定状況としては、平成 19 年 3 月に佐野市バ

ス交通基本方針を策定したが、同時期に公布された地域公共交通の活性化及び

再生に関する法律において、地域公共交通総合連携計画を作成することができ

るようになったため、佐野市バス交通基本方針を第 1 期の佐野市地域公共交通

総合連携計画に引き継ぐようにした。 

また、平成 21 年 3 月には、佐野市の総合交通体系を示す佐野市総合交通マス

タープランを策定（都市計画課作成）した。 

 

４ 国・栃木県からの補助金等について 

国からの補助金をみると、地域公共交通確保維持改善事業費補助金として、

平成 24 年度 22,356 千円、平成 25 年度 30,117 千円、平成 26 年度 24,702 千円

の交付を受けている。平成 26 年度については、平成 25 年 10 月にワゴン車を購

入したことにより、車両減価償却費等国庫補助金として 321 千円の交付を受け

ている。 

栃木県からの補助金については、市町村生活交通路線運行費補助金として、

平成 24 年度 3,115 千円、平成 25 年度 4,343 千円、平成 26 年度 5,140 千円の交

付を受けている。 
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また、栃木県からの補助金については、年々少しずつ増加しているものの、

平成 27 年度から新たに収支率が補助要件となるため、これまで補助対象であっ

た路線が補助対象にならない可能性があるなど、今後とも運営状況等を注視す

る必要がある。 

 

５ 平成 24 年地域公共交通優良団体大臣表彰の受賞 

 佐野市地域公共交通協議会が実施してきた市営バスに関する取組（「市営バ

ス「さーのって号」の再編によるバス交通ネットワークの再構築を図るととも

に、ワークショップを通じた地域住民主体の公共交通の導入を進めるなど、地

域公共交通の確保・維持に積極的に取り組んだこと。」）が認められ、平成 24

年 9 月 26 日に、地域公共交通優良団体として国土交通大臣表彰を受賞した。 

 

６ 佐野市営バス車庫視察 

佐野市営バス葛生車庫（葛生駅近く）（以下「葛生車庫」という。）の事務

所において、市営バスの全路線の運行管理を行っている。また、「基幹線」「仙

波会沢線」「秋山線」の乗り継ぎポイントになっており、この 3 路線の運転手

の控え室にもなっている。「名水赤見線」「犬伏線」も葛生車庫から出発して

いるが、待機場所は佐野駅近くの市営駐車場となっている。田沼地区を走行す

る｢野上線｣「飛駒線」は、田沼庁舎が乗り継ぎポイントになっており、運転手

は田沼庁舎で控えている。 

 市営バスは、全部で 9台が

走行しているが、このうち、

青いバスは 2台あり、「基幹

線」の 1台として、及び「名

水赤見線」を走行している。

なお、予備車は葛生車庫に 2

台、田沼庁舎に 1台の計 3台

となっている。 

 市営バスは、基幹線に支線

が接続しており、基幹線から支線に、また、支線から基幹線に乗り継ぐことに

「基幹線」を走る青色の「さーのって号」 
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なると、運転手間や運転手と葛生車庫の間で無線により連絡を取り合い、でき

る限り乗り継ぐことができるよう調整を行っている。 

市営バスの運転手は、22 名（平成 27 年 4 月 1 日現在）であり、各路線をロー

テーションしている。「基幹線」は 2 台で運行しており、早番と遅番の 4 名体

制で、｢仙波会沢線」「名水赤見線」「犬伏線」は早番と遅番の 2名体制で、そ

の他の路線については 1日 1名体制で運行している。 

 利用者は、高齢者や障がいを持つ方、高校生等であり、通院や買物、通学等

の目的で利用している。また、夏休みには、中山間地域にあるキャンプ場や観

光施設を利用する団体客等が市営バスを利用することもある。 

 利用者と運転手は顔見知りとなっており、葛生車庫が一つのコミュニティの

場となっている。葛生車庫に立ち寄った際に、常時利用者の中には、乗車しな

い日を告げたり、定期的利用者の中には、1 週間後の予約をしている方もいる。 

 午後の便がデマンド運行である「野上線」「飛駒線」「秋山線」については、

ほとんどの利用者が、午前中に往路便を利用しているため、降車する際に、運

転手に午後の復路便を伝えることにより、午後の便の予約としている。ただし、

全便がデマンド運行である「仙波会沢線」は、午前中の往路から予約が必要と

なる。また、始発の 1便については、前日までに電話等で予約が必要となる。 

 デマンド運行便は、基本的に出発の 1 時間前までの予約により運行している

が、現在は、ＦＯＭＡの電話回線を利用した無線機を導入したため、山間部に

おいても運転手とタイムリーに連絡を取り合うことができるようになり、可能

な限り対応し、ひとりでも多くの方に乗車してもらうよう努めている。 

 無線による連絡ポイントも決まっており、例えば、葛生車庫での乗り継ぎが

ある場合は、市営バスが佐野市民病院を出発した時点で運転手が葛生車庫と連

絡を取り合い、利用者の有無を確認している。 

葛生車庫と運転手、運転手間において、相互連絡することにより、利用者の

利便性の向上に努めている。 
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（４）熊本県熊本市 

１ 年 月 日：平成27年 5月 21日（木）～22日（金） 

２ 場  所：熊本県熊本市 

３ 調査目的：都市行政問題研究会の平成 26・27 年度テーマ「都市における公共

交通のあり方」の調査研究に資するため、平成 24 年 3 月に策定され

た「熊本市公共交通グランドデザイン」及び平成 25 年 4 月に施行さ

れた「熊本市公共交通基本条例」の内容や特徴、成果等について調査

し、熊本市の公共交通再生に向けた取組を通じて都市における公共交

通のあり方を見いだすため。 

 

はじめに 

 熊本市は、平成 20 年 10 月 6 日に旧下益城郡富合町、平成 22 年 3 月 23 日に

旧下益城郡城南町、旧鹿本郡植木町を編入合併し、平成 24 年 4 月 1 日に政令指

定都市へ移行した。 

 市町村合併により、人口は、熊本県内の約 41％にあたる約 73 万 4 千人、面積

は、約 390ｋｍ2 となり、西部は、金峰山を主峰とする複式火山帯と、これに連

なる立田山等の台地、東部は、阿蘇外輪火山群によってできた丘陵地帯、南部

は、白川の三角州で形成された低平野からなっている。 

 熊本市内を運行する主な公共交通には、バスと鉄軌道があるが、バスは、中

心市街地や熊本交通センターを中心とした路線網になっており、かつては、熊

本市交通局（市営バス）と民間バス事業者 3社（熊本電鉄バス、九州産交バス、

熊本バス）が運行していた。その後、市営バスについては、民間バス事業者 3

社の運行エリアに応じて、競合路線を移譲（平成 16 年度～20 年度）し、平成

21 年度からは、民間バス事業者 3 社による共同出資で設立した熊本都市バスに

対し、営業所単位で路線を移譲（平成 21 年度～27 年度）するなど、市営バスの

路線を引き継いでいる。 

 また、鉄軌道については、熊本市交通局（熊本市電）、ＪＲ（九州新幹線、

鹿児島本線、豊肥本線）、熊本電鉄が運行している。 

 平成 26 年度の歳出予算をみると、土木費 415 億円のうち、公共交通に関する

予算が約 30 億円となっているが、年によっては 20 億円から 40 億円までとその
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規模に増減がある。 

平成 21 年 3 月、人口減少や少子高齢化などの社会情勢の変化、都市計画法を

はじめとした「まちづくり三法」の改正等を受け、コンパクトで持続可能な都

市構造の実現を目指すため、「第 2次熊本市都市マスタープラン（全体構想）」

を策定した。 

 さらに、平成 24 年 4 月の政令指定都市移行を受け、平成 26 年 3 月に、地域

生活圏の特徴を考慮した地域拠点の形成を図り、区ごとの特徴ある都市づくり

を進めるため、「第 2 次熊本市都市マスタープラン（地域別構想）」を策定し

た。 

 これらのマスタープランでは、中心市街地を中心に、都市の骨格軸を成す交

通網と15の地域拠点が有機的に連携した多核連携都市の構成をめざすこととし

ており、公共交通の利便性が高い地域への居住機能誘導や、中心市街地や地域

拠点への都市機能集積の具体化に向けた方針を示している。 

 

１ 熊本市における公共交通の概要 

（１）公共交通の概要について 

熊本市における公共交通機関の利用者数（平成 25 年度実績）をみると、バス

は、1日 87,000 人（市営バス 8,300 人、九州産交バス 37,300 人、電鉄バス 15,000

人、熊本バス 9,000 人、都市バス 17,400 人の合計）、年間 3,178 万人となって

いる。 

また、鉄軌道は、1日 69,300 人（ＪＲ九州（市内駅）34,100 人、熊本電鉄 5,300

人、熊本市電 29,900 人の合計）、年間 2,526 万人となっている。 

 交通手段の特性をみると、熊本都市圏では自動車の割合が高く、全体の約 6

割を占めており、熊本都市圏と同じく市電を有する九州の他の都市圏と比較し

ても自動車の依存度が高く、二輪車の利用者も多くなっている。 

 次に、熊本市における年度別公共交通利用者数の推移をみると、バス利用者

は、ピーク時（昭和 50 年代）の約 3 割となっており、直近の 10 年間でも 30％

減少している。これに対し、鉄軌道系の利用者は、概ね横ばいの推移となって

おり、直近の 2、3年では、利用者数が増加傾向にある。 
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（２）公共交通の現状と課題について 

熊本市においては、自家用車への過度の依存や本格的な人口減少社会の到来

等により、公共交通利用者が長期的に減少傾向にある。このような傾向は、全

国的にみられており、全国の乗合バス事業者をみても、約 7 割が赤字となって

いる。 

熊本都市圏を運行する乗合バス事業（高速バス事業を除く）においても、公

共交通事業者の経営悪化によりバス路線等が廃止・減便され、バス停・電停・

鉄道駅からの半径距離が 1,000ｍ以上離れた地域（公共交通空白地域）が 7地域

（対象面積 44ｋｍ
2

、対象人口 6,000 人）となっており、公共交通を利用しづら

い地域が拡大している。 

その結果、公共交通利用者が更に減少するなど、負のスパイラルが働き、公

共交通の維持・確保が厳しい状況となっている。 

今後、人口減少・超高齢社会の到来に伴う問題や、地球温暖化を含む環境問

題に対応するため、自家用車の運転が困難な高齢者等の移動手段の確保や、低

炭素社会への転換などの持続安定的な公共交通事業の確立が求められることか

ら、公共交通を重要な交通手段として位置づけ、利便性の高い公共交通で結ば

れたまちづくり（コンパクトプラスネットワーク）を目指し取り組んでいくこ

とが必要になる。 

熊本市における年度別公共交通利用者数の推移（昭和 50 年度～平成 25 年度）
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２ 公共交通を基軸とした多核連携のまちづくり 

（１）熊本市公共交通グラントデザインについて 

 熊本市は、平成 24 年 3 月、人口減少・超高齢

社会の到来に備え、郊外居住者や高齢者等の移動

手段の確保、公共交通の利用者減少に伴う公共交

通事業の経営悪化及びサービス低下からの脱却

を図るため、「熊本市公共交通グラントデザイン」

を策定し、概ね 10 年後の公共交通ネットワーク

の将来像を考え、公共交通を基軸とした多核連携

のまちづくりを進めている。 

 「熊本市公共交通グランドデザイン」は、①中

心市街地と 15 の地域拠点を結ぶ 8軸を「基幹公 

共交通軸」と位置づけ、輸送力、速達性、定時 

性を強化する。②基幹公共交通を補うバス路線網を再編し、わかりやすく効率

的な運行体制を確立する。③公共交通が利用しにくい地域では、地域と協働で

「コミュニティ交通」の導入を進め、公共交通の空白・不便地域の解消を目指

すという 3つの柱をベースに策定されている。 

 

（２）熊本市公共交通基本条例について 

 熊本市は、平成 25 年 4 月、「熊本市公共交通

グランドデザイン」を具現化するため、市民、事

業者、公共交通事業者、行政の役割や責務を明確

にし、協働で公共交通の利用促進に取り組むこと

を明記した「熊本市公共交通基本条例」を制定し

た。 

 条例制定の意義・目的は、人口減少・超高齢社

会の到来や地球環境問題の拡大などの社会構造

が変化する中、公共交通を基軸とした熊本型コン

パクトシティ（集約型都市への転換）の実現と、 

熊本市公共交通グランドデザイン
（平成 24 年 3 月施行）概略図 

熊本市公共交通基本条例 
（平成 25 年 4 月施行）概略図 
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市民の公共交通による移動環境の確保（移動権の尊重）を目指すものとなって

いる。 

 条例の制定にあたっては、平成 24 年度に、市長の附属機関として設置された

熊本市公共交通協議会の専門部会（公共交通基本条例部会）で議論されること

となった。 

 専門部会のメンバーは、学識経験者や市議会議員、公共交通事業者、経済同

友会、環境分野、マスコミ、公募市民、九州運輸局熊本運輸支局等、様々な分

野の関係者で構成されている。 

 同条例は、前文と全 14 条から構成され、前文では、公共交通の位置づけ、現

状、方向性（公共交通を基軸とした多核連携のまちづくりの推進など）、基本

理念（市民は日常生活及び社会生活を営むために必要な移動をする権利を有す

るとの理念を尊重することなど）を明記している。 

 第 1 条では、条例に規定する事項及び条例制定の目的を規定している。具体

的には、市、市民、事業者及び公共交通事業者の責務、公共交通の維持及び充

実に関する施策の基本となる事項、その他の事項を定め、これを総合的かつ計

画的に推進し、もって公共交通により円滑に移動することが可能な地域社会の

実現に寄与することを目的としている。 

第 2 条では、公共交通や市民・事業者・公共交通事業者、公共交通空白地域

（バス停・電停・鉄道駅から半径 1㎞以上離れた地域）、公共交通不便地域（バ

ス停・電停・鉄道駅から半径 500m 以上 1㎞未満離れた地域）、公共交通準不便

地域（その他特段の理由により不便地域に準じると市長が認めた地域）などの

用語の定義を規定している。 

第 3 条～第 6 条では、公共交通の維持・充実に関する責務として、市、公共

交通事業者、事業者、市民の責務をそれぞれ規定している。特に、市民の責務

については、公共交通に対する理解と関心を深め、公共交通の担い手のひとり

であることを自覚し、日常生活において、過度に自家用車に依存せず、公共交

通を積極的に利用することを規定している。 

第 7 条では、市は、公共交通ネットワークを強化（基幹公共交通の強化、バ

ス路線網の再編）するため、国、県及び関係機関と協力しながら、公共交通事

業者とともに、公共交通を基軸とした多核連携のまちづくりの実現に向け、次
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の事項を推進することを明記している。 

① 基幹となる公共交通（鉄道、市電、幹線バス）の輸送力の増強、速達性の

向上、定時性の確保 

② わかりやすく効率的なバス路線網の構築 

③ 基幹となる公共交通を中心とした公共交通相互の連携 

 第 8 条では、公共交通の利用を促進するため、次の 3 つの施策等を行うこと

を規定している。 

 ① 市は、自家用車から公共交通への移動手段の転換を促進するため、公共交

通の走行環境及び利用環境の改善その他利便性の向上に必要な施策を講ず

る（バス優先レーンの導入、ＩＣカードの導入） 

 ② 市は、国、県、公共交通事業者及び関係機関と協力し、公共交通相互の乗

継ぎ及び公共交通と自家用車、自転車等との乗継ぎ利便性向上など、必要

な施策を講ずる（パーク＆ライド、サイクル＆ライドの導入） 

 ③ 市は、事業者、公共交通事業者が行う公共交通の利用促進に向けた取組に

対し、積極的に協力する 

第 9 条では、公共交通空白地域及び不便地域等への対応として、次の 2 つの

施策を行うことを規定している。 

① 市は、公共交通空白地域において、当該地域に居住する住民が組織する団

体及び公共交通事業者と協働して、公共交通による移動手段の確保のため

に必要な施策を講ずる 

② 市は、公共交通不便地域及び公共交通準不便地域において、当該地域に居

住する住民が組織する団体が行う公共交通による移動手段の確保に向けた

取組を推進するために必要な施策を講ずる 

また、上記の施策において、バス路線でカバーできない地域は、地域と連携

し、タクシー車両等を活用した、新たな公共交通を導入し、公共交通空白・不

便地域等の解消を図ることとしている。 

第 10 条では、市長は、市民からの公共交通の維持及び充実に関する提案につ

いて総合的に検討し、これを適切に市の施策に反映させるために必要な措置を

講ずることを規定している。 

 第 11 条では、周辺市町村との連携や国等への要請として、市長は、公共交通
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※赤字は急行バス停車バス停

    急行バス運行ルート 

    既存の路線バス運行ルート

    やさしいまちづくりレーン
既存のパークア

ン ド ラ イ ド に加

え、75 台の駐車

場を追加で準備

急行バス車両 

（座席数 45 の観光

バスタイプ） 

の維持及び充実に関する施策を実施するうえで必要があると認めるときは、周

辺市町村と連携を図るとともに、国、県及び公共交通事業者が組織する団体な

どに対し、必要な措置を講ずるよう要請することを規定している。 

第 12 条では、公共交通事業者等への支援として、市は、公共交通の維持及び

充実に関する施策を実施するうえで必要があると認めるときは、公共交通事業

者及び公共交通事業者が組織する団体などに対し、技術的及び財政的支援に努

めることを規定している。 

第 13 条では、熊本市公共交通協議会の設置について、利便性の高い公共交通

を実現するための諸課題や施策について協議するため、市の附属機関として、

熊本市公共交通協議会を条例で位置づけることを規定している。 

第 14 条では、雑則として、条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定め

ると規定している。 

 以上、これらの熊本市の取組を市民に周知するため、市政リレーシンポジウ

ム（平成 25 年度 6回開催、合計 911 名来場）を開催し、各区における公共交通

の現状・課題や今後のあり方等について議論することで、市民の公共交通に関

する理解と担い手としての意識の醸成を図っている。 

また、大にぎわい市等の各種イベント時に出すオープンハウス（年 2 回）の

開催や、市内の小学 3 年生を対象として、バスの乗り方や乗車マナー等を教え

る出前講座（年数回）の開催等で市民への周知活動を行っている。 

 

３ 熊本市の公共交通に係る具体的な取組 

（１）基幹公共交通軸の機能強化について 

 公共交通に係る具体的な取組としては、8

本の基幹公共交通軸の機能を強化するため、

超低床車両の導入やバス専用レーンの敷設

等について検討を進めている。 

 また、輸送力、速達性、定時性を強化す

るため、急行バス運行社会実験の実施（平

成25年度）や、パーク＆ライド施設の整備、

パーク＆ライド施設に隣接する乗換拠点の
急行バス運行社会実験運行 

ルート（平成 26 年 1 月～2 月） 
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整備について検討を進めている。 

急行バス運行の社会実験については、平成 26 年 1 月から 2月にかけて（平日

22 日間）、市南東部に隣接する大型商業施設（イオンショッピングモール）内

のバスターミナルから市中心部（熊本交通センター）に向けて、基幹公共交通

の機能強化を目的として実施した。 

 

（２）バス路線網の再編について 

市中心部における慢性的なバスの交通渋滞等の問題については、バス路線網

再編の声があがる中、平成 15 年度に、九州産交バスの経営再建問題が発生し、

平成 16 年度には、九州産交バスからバス運行の補助対象を一般赤字系統まで拡

大するよう申し入れがあった。同時に、熊本市交通局が持つ市営バス路線につ

いても経営が厳しい状況であったことから、民間バス事業者（3社）に市営バス

路線の一部を移譲し始めた。 

平成 18 年度には、民間バス事業者（3 社）から、さらなる路線移譲や熊本都

市圏での共同運行を図るなど、より効率化するために市営バス路線を移譲する

よう要望を受け、市営バス路線の面的移譲の検討を行った。 

その結果、平成 19 年度に、熊本都市バス株式会社を民間バス事業者（3 社）

が出資して設立し、平成 21 年度以降、全ての市営バス路線を営業所単位で移譲

していくこととなった（平成 27 年度まで）。 

 

（３）熊本都市バスについて 

熊本都市バス株式会社は、平成 19 年 12 月 25 日に設立され、24 路線 71 系統

で運行している。一般路線バス以外には、しろめぐりん（観光客向けの熊本城

周遊バス）や、ゆうゆうバス（コミュニティバス）を運行している。 

熊本都市バスの路線地域は、上熊本駅近くの上熊本営業所、熊本駅近くの本

山営業所、東部には小峯営業所と、3つの営業所を熊本市交通局から移譲を受け

て運行している。 

熊本市から熊本都市バスに対しては、移譲路線の運行に必要なバス車両や車

載機、バス停、運行システム改修費などの初期費用について支援し、移譲路線

の維持を図る。また、移譲路線は民間事業者が運行しても赤字が見込まれるこ
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公共交通空白地域等とコミュニティ 

交通の導入状況（平成 27 年 1 月現在）

とから、運行欠損額の補填を行うこととしている。 

今後の移譲路線の維持及び方向性をみると、運行体制を含むバス路線の再編

については、熊本都市バスが中心的役割を担い、民間バス事業者（3社）を取り

まとめて実施していくことと明記しているが、実現に向けた動きがなかったた

め熊本市が積極的にバス事業者と調整し、再編を進めることとした。 

そこで、熊本市は、平成 25 年 3 月に、バス路線網再編実施プログラムを策定

し、このプログラムに基づき、現在、バス路線再編の取組を進めている。 

バス路線網再編実施プログラムは、4 社それぞれで運行しているバス路線を、

あたかも 1 社で運行しているようなサービスにて提供するため、必要なシステ

ムや運行管理体制を検討するものである。 

システムは、ＩＣカード、バスロケーションシステム、ダイヤ編成支援シス

テムの 3 つを取り入れることとし、運行管理体制についても、熊本都市圏全体

の最適な運行計画案を熊本都市バスが作成し、この案をベースに熊本市が３社

と個別に調整し各社がバスを運行させる運行管理体制の一元化を目指すことと

している。 

 

（４）コミュニティ交通の導入について 

熊本市は、公共交通空白地域や公共交通

不便地域に対してコミュニティ交通を導

入し、日常生活に必要な移動手段を確保す

る取組を行っている。これは、市内の公共

交通空白地域（7地域）に対してデマンド

型の乗合タクシーを導入（平成 27 年 1 月

現在、1日 4往復 15 路線、1回 200 円（小

学生 100 円））するもので、年々利用者が

増加するなどその効果が上がってきてい

る。 

費用負担についてみると、公共交通空白

地域については、熊本市が主体となってコ

ミュニティ交通の導入を進め、運行費用は 
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現在の熊本交通センターと再開発後 

（平成 30 年開業予定）のイメージ図

利用料金と熊本市負担でまかなっている。 

また、公共交通不便地域については、地域が主体となって導入を進め、運行

費用の最低 3 割を何らかの形で地域が負担し、残りの最大 7 割は熊本市が負担

することとなっている。 

 

４ 熊本交通センター（バス）及び上熊本車庫（熊本市電）視察 

（１）熊本交通センター（バス）について 

熊本交通センターは、昭和 44 年に熊本県庁跡地に開業した日本最大級のバス

ターミナルであり、ホテルや百貨店、地下には商店街を抱えている。開業当時

は、東洋一のバスターミナルと呼ばれていた。 

現在でも、一日あたり約 5,700 台のバスの

発着（朝 8時のピーク時は 1時間に 473 台）

があり、約 40,000 人の利用者がいる。 

この熊本交通センターを含む「桜町地区市

街地再開発事業」が、都市計画にて決定され

ており、平成 30 年の開業を目指し、現在の

バスターミナルはその形状を変えることと

なっている。  

また、再開発の総事業費は約６９９億円で

あり、今年秋から解体する予定となっている。 

再開発後は、ＭＩＣＥ（国際会議場）、ホ

テル、住宅、商業施設が入る建物となるが、

バスターミナルについては、熊本交通センタ

ーをメインターミナルに、約 2 ㎞離れたＪ

Ｒ熊本駅東口のバスターミナル（平成 31～32 年に整備完了予定）をサブターミ

ナルとして整備し、現在の熊本交通センターの機能を分担して担う計画となっ

ている。 

熊本交通センターには、各方面別の路線バス、高速バスの乗降バースが 36、

待機バースが 18 の計 54 バースあり、バスは北口、南口、東口の 3 方向から出

ている。平成 30 年の再開発後は、乗降バースが 26、待機バースが 27 の計 53 バ
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ースとなり、バスは北口、南口の 2方向から出る計画となっている。 

 

（２）上熊本車庫（熊本市電）について 

熊本市電は、Ａ系統（熊本駅前（田崎橋）～健軍町）、Ｂ系統（上熊本駅前

～健軍町）の 2系統からなり、全体で車両が 45 編成ある。 

熊本市電では、全国で初めてＬＲＶ（超低床車両）を平成 9 年に導入（現在

は 8 編成を導入）しているが、現在、同型のタイプは、岡山電気軌道、富山地

方鉄道市内軌道線、富山ライトレール等で走行している。 

ＬＲＶは、全長約 18.5m の 2

両編成、定員は約 80 名であり、

車内には、運転士のほか 2 両編

成中央部の車掌席に、全体状況

を把握してアナウンスをするト

ラムガイドが乗車している。 

また、折り畳みベンチ席を格

納することで、車椅子対応スペ

ースが現れ、車椅子等が乗降で 

きるように電動リフター付き乗 

降口が配備されている。 

熊本市電では、平成 26 年 3 月から、全国相互利用型のＩＣカード（スイカ、

パスモ等）が使用できるようになっている。これに対し、路線バスは、主に磁

気カードを使っており、平成 27 年 4 月から地域カードをＩＣカードとして使っ

ているが、平成 28 年 4 月には、路線バスでも全国相互利用型のＩＣカードが使

用できる予定となっている。 

また、熊本市電では、平成 26 年 10 月から、ＪＲ九州での「ななつ星 in 九州」

を手掛けた水戸岡鋭治氏のデザインによる車両が、ＣＯＣＯＲＯという愛称で

走行している。ＣＯＣＯＲＯは、熊本市のグランドコンセプトである水・緑・

情熱の 3 つのハートをもとに、シンプルな金のハートの 3 輪をシンボルマーク

とし、濃茶の車体は丸みを帯びた形となっており、利用者に人気となっている。 

上熊本車庫にて車両整備点検中の 
ＬＲＶ（超低床車両） 
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第Ⅱ章 都市における公共交通のあり方 

１ 都市における公共交通を取り巻く状勢の変化 

(１) 人口減少・少子高齢化について 

我が国の人口は、第 2 次大戦後から高度経済成長期にかけて急速に増加し、

その後人口の伸びは鈍化したものの一貫して増加基調を継続し、平成 22（2010）

年には、約 1億 2,806 万人とピークを迎えた。 

また、我が国の人口は、合計特殊出生率（15 歳～49 歳までの女性の年齢別出

生率の合計）の変化等により緩やかな減少傾向にあり、生産年齢人口（15 歳～

64 歳）が大幅に減少し、高齢者人口（65 歳以上）の割合が増加するなど人口構

成比の変化もみられる。 

地域別にみると、3大都市圏を中心として人口が増加している一方、地方では

人口減少が著しく、大都市と地方の人口変動に地域格差が発生している。 

今後、我が国の人口は、2050（平成 62）年に約 9,700 万人まで減少し、全国

を 1㎞
  2

ごとの地点でみた場合、現在の人口が半分以下になる地点が 6 割以上と

なり、人が居住している地域の約 2 割が無居住化すると予想されており、都市

における公共交通をめぐる環境はますます厳しい状況となっている。 

 (２) 公共交通の現況について 

自家用自動車の価格低下や道路整備の進展、宅地の郊外化等を背景にモータ

リゼーションが著しく進展したことで、特に、地方において公共交通の位置づ

けが低下している。乗合バスの輸送人員は、平成 2（1990）年度の約 65 億人か

ら平成 22（2010）年度の約 42 億人（約 35％減）へ、地域鉄道の輸送人員は、

平成 2（1990）年度の約 5.1 億人から平成 22（2010）年度の約 3.8 億人（約 25％

減）へそれぞれ減少しており、公共交通の利用者が大幅に減少している。 

この結果、交通事業者の不採算路線からの撤退等により都市の公共交通ネッ

トワークは大幅に縮小しており、乗合バスについては、平成 20（2008）年度か

ら平成 24（2012）年度まで約 8,160 ㎞の路線が廃止され、鉄道については、平

成 20（2008）年度から平成 24（2012）年度まで 7 ヶ所約 105 ㎞の路線が廃止さ

れた。バス停 500m 圏外で、かつ、鉄道駅 1 ㎞圏外の公共交通空白地域は、全国

で 36,477㎞
  2

に及んでおり、我が国の可住地面積の約 30％に相当している。 

乗合バスについてみると、運行回数などのサービス水準が大幅に低下してお
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り、昭和 45（1970）年に路線バス 1 日あたりの平均運行回数（往路・復路の合

計数）が約 42 回であったものが、平成元（1989）年には約 32 回、平成 21（2009）

年には約 20 回まで減少した。 

また、平成 24（2012）年度には、公共交通を担う乗合バス事業者の約 7 割、

地域鉄道事業者の約 8 割が赤字であるなど全国における交通事業者の多くが厳

しい経営状況にあり、公共交通を担う人材の確保等が困難となるなどの問題が

顕在化している。 

このような状況は、移動制約者の大幅な増加をもたらす要因となり、日常生

活等に必要不可欠な交通手段である公共交通の確保が求められることとなった。 

また、本研究会の「『都市における公共交通のあり方』に関する加盟市調査結

果」（以下「調査結果」という。）をみると、加盟 83 市中公共交通を運行してい

る 77 市における公共交通の利用者数（平成 24 年度）の平均で一番多いのが「鉄

道（約 1億 458 万人）」、次いで「新交通システム（約 2,312 万人）」、「路線バス

（約 2,072 万人）」の順となっている。また、平成 24 年度の利用者数の増加率

をみると、「デマンドバス・タクシー」が最も大きく（対前年度比約 20％増）、

次いで「過疎地有償運送」（対前年度比約 14％増）となっており、福祉バス・ス

クールバスの利用者が減少するなど交通モードの利用者数に変化がみられる。 

 

２ 都市における公共交通の必要性 

(１) 住民に必要不可欠な交通手段の確保について 

今後の急速な人口減少や少子高齢化の進展は、地域社会のあり方に深刻な影

響を及ぼすことが懸念されている。 

人口減少社会において、地域社会の活力を維持・向上させるためには、住民

の通勤や通学、通院、買物等日常生活において必要不可欠な移動手段の確保に

加え、文化活動やコミュニティ活動等様々な外出機会の創出を図る必要があり、

そのためには、誰もが安心して利用できる公共交通の確保が重要となる。 

また、2050（平成 62）年には、75 歳以上の後期高齢者が人口の 4分の 1にな

ることが予想されており、高齢化の進展は生活の質を確保する手段としての公

共交通の役割を増大することになる。 
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(２) 公共交通の多面的な役割について 

今後、本格化する人口減少社会において、都市の再生を図るためにはコンパ

クトシティの実現により市街地の拡散に伴う低密度化を抑制し、人口密度の維

持を図ることが必要である。 

その実効性を担保するためには、諸機能が集約した拠点同士や拠点と居住エ

リアを結ぶ公共交通ネットワークを再構築し、利用者のニーズに合致した輸送

サービスを提供することが重要である。 

また、まちのにぎわいの創出や健康増進といった観点からも公共交通による

移動の利便性を向上させることが不可欠である。 

○ 富山市の取組（平成 26 年 10 月 28 日「富山市現地調査結果」より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 今後の都市における公共交通のあり方 

(１) 公共交通に係る問題点について 

我が国の公共交通は、基本的には企画から運行まで民間事業者若しくは独立

採算制の公営事業者により実施されてきたが、経営が厳しくなった結果、サー

ビス水準の低下が顕在化するとともに既存の公共交通ネットワークを検証・改

善する経営余力が失われ、地域住民のニーズやまちづくり構想との間に乖離が

生じている。 

一方で、市町村の合併により市や町村の面積が広がったため、住民の市町村

内における移動を円滑にするためにどのような交通手段を確保するかというこ

とが大きな課題となっている。 

本格的な少子高齢社会の時代を迎え、将来にわたって持続的な発展を目指す観点から、

福祉、教育、公共交通等のバランスのとれた総合力のあるまちづくりを進める必要があ

るため、暮らしやすく、魅力にあふれ、多くの人から選ばれるまちづくりを目指してい

る。 

まちづくりの特徴としては、鉄軌道をはじめとする公共交通を活性化させ、その沿線

に都市機能を集積させる公共交通を軸とした拠点集中型のコンパクトなまちづくりを核

とし、人と地球環境に優しいまちづくりを進めている。 

また、ＬＲＴネットワークの形成や、高齢者等に対する運賃割引などにより、回遊性

や利便性を向上し、その結果、利用者の増加や、市内中心部における滞在時間の増加、

飲食をはじめとする消費の増加を実現している。 
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本研究会の調査結果によると、加盟 83 市においては、公共交通に関する政策・

施策について現在抱えている課題・問題として多かったのが「住民の当事者意

識が低い」が 47 市、「公共交通の専門的知識を有する人材の不足」が 44 市とな

っている。 

「住民の当事者意識が低い」と回答している 47 市のうち、過去に抱えていた

課題・問題が解決した市が 1市のみであることから、住民の当事者意識の課題・

問題の解決は難しい状況にあることがわかった。 

また、「その他」では、「都市計画・まちづくり、観光部門との連携」、「車に

依存した社会から、車と公共交通が共存した社会への転換」、「公共交通が運行

できる幹線道路の不足」、「事業実施のための予算確保、適切な需要予測が困難」

といった課題も寄せられており、今後、都市は、このような課題に取り組む必

要があると思われる。 

このような中、国は、平成 19（2007）年に「地域公共交通の活性化及び再生

に関する法律」を制定し、市町村が自らの地域の交通体系について検討し、そ

の活性化・再生のための計画である地域公共交通総合連携計画を策定する仕組

を構築した。 

これにより、平成 25（2013）年度末までに、全国で 500 以上の地域公共交通

総合連携計画が策定されたほか、この仕組を活用してＬＲＴの整備や上下分離

方式の採用による地域鉄道再構築等の実績があがっている。 

本研究会の調査結果においても、加盟 83 市においては、地域公共交通総合連

携計画を「策定している」が 42 市、「策定にまで至っていないが、現在、協議

中である」が 2市となっている。 

各市における計画の策定数をみると、1市 1計画のほか、福井市のように「え

ちぜん鉄道公共交通活性化総合連携計画」と「福井鉄道福武線地域公共交通総

合連携計画」の二つの計画を策定している市もある。 
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○ 富山市の取組（平成 26 年 10 月 28 日「富山市現地調査結果」より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 佐野市の取組（平成 27 年 4 月 28 日「佐野市現地調査結果」より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかしながら、地域公共交通総合連携計画には、まちづくりなどの地域戦略

との一体的な取組が不十分である点や総合的な交通ネットワークの計画づくり

に欠けているため、廃止路線へのコミュニティバスの導入など個別・局所的な

対応にとどまっているものが多い点、さらには、地域特性や生活環境の変化を

踏まえ持続可能な新しい公共交通ネットワークを構築するための方策が十分に

伴っていない点等の課題があげられる。 

 

富山市は、富山市公共交通活性化計画を平成 19 年に策定し、コンパクトなまちづくり

の軸となる幹線公共交通の整備とともに、郊外等では生活交通の確保を計画している。

計画の基本方針は、公共交通軸の活性化によるコンパクトなまちづくりの実現と、地域

特性に応じた多様な生活交通の確保である。 

富山市としては、ＬＲＴネットワークの形成を核として、鉄軌道やバス等、公共交通

の活性化に力を入れており、そのリーディングプロジェクトとして、富山ライトレール

や市内電車環状線を整備することによって過度に車に依存したライフスタイルを見直

し、歩いて暮らせるまちの実現を目指している。 

佐野市では、平成 19 年 5 月に、佐野市地域公共交通会議を市の補助機関として設置し、

平成 20 年 3 月に法定協議会である佐野市地域公共交通協議会を設置した。 

その後、会議と協議会は並行して続き、両者は同じメンバーで運営を行っていたため、

平成 26 年 5 月に、佐野市地域公共交通会議を佐野市地域公共交通協議会に統合した。 

地域公共交通総合連携計画については、平成 20 年 3 月に、佐野市地域公共交通総合連

携計画（対象期間 5 年間）を策定し、その後、平成 25 年 3 月に、第 2 期佐野市地域公

共交通総合連携計画を策定した。 

平成 25 年 3 月に策定した、第 2 期佐野市地域公共交通総合連携計画における基本方

針及び基本目標では、市民生活の安定向上及び地域経済の健全な発展を基本方針として、

5 つの基本目標を掲げている。 

この目標を達成するため、市民の足となる公共交通として、運行時間帯や運行頻度、

運行ルートなどを見直し利便性の向上を図ることや、地域活力の向上を図る公共交通と

して、公共交通空白地域の解消や地域にあった運行形態を検討すること、市民とともに

作り上げる公共交通として、新規路線の導入に当たりワークショップを開催して、地域

住民の声を反映させること等の取組を行っている。 
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(２)解決の方向性について 

このような問題を解決し、公共交通に対する社会的要請の増大に的確に応え

るためには従来の枠組から脱却し、平成 26（2014）年 11 月に、一部を改正して

施行された「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」に示された方向性

を更に進め、都市、第三セクター、交通事業者、地域公共交通の利用者等の関

係者での協議、合意により持続可能な新しい公共交通ネットワークの実現を図

ることが重要であるとされている。 

また、公共交通政策を確実に実行するには、先進的な事例の把握、整理、分

析等に努めるとともに、その取組の実効性を担保する枠組を構築する必要があ

り、次の点を考慮することが重要であるとされている。 

① まちづくりと連携した公共交通ネットワークの再構築 

公共交通は、地域の活性化のために不可欠な社会インフラであるとの認識の

もとで、地域社会に対する支援の側面があることに留意して公共交通に対する

支援を充実する必要がある。 

また、まちづくりと連携して公共交通を考えることにより公共交通の利便性

を高め、サービスの充実と利用者の増加を一体で実現することが必要である。 

特に、都市の再生のためには、医療や福祉等の都市機能の集積と公共交通沿

線への居住の誘導によるコンパクトなまちづくりを進める必要がある。 

そのため、都市機能へのアクセスを確保するための幹線交通の形成及びサー

ビスの充実、中心部における循環型の公共交通ネットワークの形成、コミュニ

ティバス、デマンド型乗合タクシーなどの多様な交通サービスの導入などの公

共交通の再編を一体的に展開していくことが不可欠である。 

○ 富山市の取組（平成 26 年 10 月 28 日「富山市現地調査結果」より） 

 

 

 

 

 

 

 

人口減少と高齢化の対策として、富山市では、コンパクトなまちづくりを進めている。

青森市が実施している一極集中型とは異なり、お団子と串の都市構造という形のコンパ

クトなまちづくりである。鉄軌道の各駅や幹線の頻度の高いバス停の利用徒歩圏をお団

子と考え、そのお団子を串に例えた鉄軌道やバスの軸で結んでいる。平成 17 年に市町村

合併をした経緯もあり、旧市町村を核とし、それを結ぶ形で公共交通の改善を進めてい

る。 

また、富山市では、コンパクトなまちづくりの一環として、中心市街地や公共交通沿

線への居住を推進するため、良質な住宅の建設事業者や、住宅の建設・購入、賃貸で入

居する市民に対して助成を実施している。 
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○ 佐野市の取組（平成 27 年 4 月 28 日「佐野市現地調査結果」より） 

 

 

 

 

 

 

② 広域的な公共交通ネットワークの形成 

人口減少や少子高齢化が進む中、財政支出を抑えつつ住民の利便性を維持す

るためには、単独の市町村が全ての都市機能を担うだけでなく、生活圏を形成

する複数の市町村が連携して都市機能の確保に取り組むことが重要になる。 

このような中、平成 20（2008）年に、中心市と周辺市町村が圏域を形成し、

中心市が圏域全体の暮らしに必要な都市機能を集約的に整備し、近隣市町村と

連携・協力することにより地方圏における定住の受け皿を形成する定住自立圏

構想が公表された。 

平成 21（2009）年以降、定住自立圏構想の取組に着手する団体は増加し、平

成 27（2015）年 4 月 1 日現在、定住自立圏形成協定の締結又は定住自立圏形成

方針の策定により形成された定住自立圏の数は、89圏域、88団体となっている。 

定住自立圏が取り組む政策分野は、医療に次いで公共交通の分野が多く、人

口減少や少子高齢化が進む中、公共交通ネットワークを維持するために広域的

な連携施策を通じて公共交通を維持する取組が目立っている。 

中心市街地への居住推進事業は、建設事業者向けとして、共同住宅の建設費に対して

1 戸当たり 100 万円の助成等、市民に対しては、①戸建て住宅または共同住宅の購入費

等の借入金に対する助成として、1 戸当たり 50 万円、②都心地区への転居による家賃助

成として、一定の条件を満たせば月 1 万円（3 年間）の支援を行っている。これまでの

実績は、654 件、1,242 戸となっており、制度の利用者の 8 割以上が都市地区以外からの

転入者となっている。 

中心市街地の活性化事業としては、全天候型の多目的広場であるグランドプラザの整

備やおでかけ定期券事業、自転車市民共同利用システム、魅力ある都市景観の形成、花

Ｔｒａｍモデル事業等がある。 

佐野市バス交通基本方針の中で、佐野市においては、イモフライ型バス路線網という

形で、幹線と支線を分けて、旧佐野市内、旧葛生町、旧田沼町、佐野新都市といった拠

点（イモ）を公共交通や道路網（串）で結ぶ構造をとっている。 

また、ワークショップ手法を用いて、公共交通空白地域への新規路線を導入するなど、

佐野市営バス「さーのって号」の実験運行計画を沿線住民が主体的に参加・関与して立

案（赤見地区等）し、まちづくりの装置として、地域が育てるバスを志向している。 
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定住自立圏に取り組む市町村に対しては、平成 27 年度予算において、特別交

付税による包括的財政措置として､中心市には 8,500 万円程度、近隣市町村には

1,500 万円の支援等が行われることになっている。 

また、平成 27 年 1 月に、従来の地方中枢拠点都市圏構想推進要綱を改正して

策定された連携中枢都市圏構想推進要綱では、連携中枢都市と連携市町村が圏

域全体の方向性や連携する分野・役割分担を規定する連携協約を締結し、圏域

政策の将来的な方向性（連携中枢都市圏ビジョン）を確定するとされている。 

連携する取組の中では、圏域全体の生活関連機能サービスの向上として結び

つきやネットワークの強化に係る政策分野の一つに公共交通があげられており、

各連携協約では、公共交通ネットワークの強化を図り住民の通勤や通学、通院、

買物等の利便性を向上させ、地域における交流の活性化及び公共交通の利用促

進を図ることなどの取組が明記されている。 

平成 27 年度予算においては、連携中枢都市圏ビジョンを策定した連携中枢拠

点都市及び連携市町村の取組に対する包括的財政措置として､連携中枢拠点都

市には普通交付税 2 億円及び特別交付税 1.2 億円、また、連携市町村には上限

1,500 万円の特別交付税による支援が行われることになっている。 

公共交通ネットワークを形成すべき生活圏の単位が複数の市町村にまたがる

場合は、上記のような制度を利用しつつ、関係市町村や都道府県が連携して当

該地域にとって最適な公共交通ネットワークの形成を図ることが必要であると

されている。 

③ 公共交通に関する条例の制定 

人口減少や少子高齢化が進む中、公共交通事業の縮小やサービス水準の低下

が懸念され、また、コンパクトなまちづくりを実現する公共交通ネットワーク

の構築が求められるなど公共交通に係る対応は多様化している。 

また、「交通政策基本法」（平成 25（2013）年 12 月 4 日施行）の基本理念にの

っとり、平成 26（2014）年 11 月 20 日に「地域公共交通の活性化及び再生に関

する法律の一部を改正する法律」が施行された。同法は、市町村が、公共交通

の活性化及び再生に関して主体的に取り組むことを促している。 

このような中、各都市においては、独自の政策を実現するため公共交通に関

する条例を制定している。これらの条例は、その目的を実現するために制定さ
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れたものや、社会情勢の変化に伴い公共交通に関する課題に独自に対応するた

めに制定されたものもある。 

本研究会の調査結果によると、加盟 83 市中、5 市が公共交通に関する基本条

例を制定しているが、その他多くの都市では公共交通に関する基本条例を独自

には制定していないことがわかった。一方、各都市においては、公共交通計画・

マスタープランや地域公共交通総合連携計画等の条例以外により公共交通の考

え方を示している例もある。 

公共交通に関する条例の具体例をみると、福岡市の「公共交通空白地等及び

移動制約者に係る生活交通の確保に関する条例」は、主に公共交通の不便地域

（公共交通空白地地域）で対策を講じるものであり、公共交通空白地地域を明

確かつ体系的にに示した上で公共交通不便地域交通計画を位置づけ、公共交通

推進協定等の事業者と住民との協定を保障する対策や公共交通の白地地域、あ

るいは交通路線を維持するために地区や路線を指定し、その地域に対して支援

措置を講じる対策、更には福祉有償運送事業者に対し運営等に関する相談や助

言、指導、支援を行うなど公共交通利用促進型の条例となっている。 

○ 福岡市の取組「公共交通空白地等及び移動制約者に係る生活交通の確保に関する 

 条例」（平成 27 年 1 月 22～23 日「福岡市現地調査結果」より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡市は、平成 14 年の改正道路運送法の施行以降、郊外部を中心に 25 路線の休廃止

が行われたため、乗合タクシーなどの代替交通機関の確保や既存路線の確保に努めたが、

これらは、いずれも単発的な対応で限界があったことから、市民の生活交通を確保する

ためには、公共交通空白地や公共交通不便地などにおける対策を継続的かつ一体的に取

り組む必要がでてきた。 

こうしたことから、生活交通を確保するために、条例化により解決を図ることとした

が、生活交通施策に係る担当は、複数の部局にまたがるものであり、早期に市長側から

の議案提出が難しいという状況から、議員提出条例案として提出した。 

同条例は、平成 22 年 3 月 26 日の本会議で賛成多数により可決され、同年 3 月 29 日

に公布、同年 12 月 28 日に施行されることとなった。 

同条例は、前文と 4 つの章、全 13 条の条文で構成されているが、市民に身近な存在で

ある議員が、生活交通の確保という市民生活に密接した課題について条例を提案したこ

と、また、複数の所管部局にまたがる調整の困難な施策に議員が迅速な対応をしたこと

が、生活交通条例の制定意義ではないかと考えられる。 
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また、熊本市の「熊本市公共交通基本条例」は、社会基盤施設の整備と公共

交通の利用促進などが一体となった施策を進めることができることになってい

る。この条例は、交通政策の全体が明らかになり、市の行政方針を明確にする

ことを示す理念型のものとなっている。 

○ 熊本市の取組「熊本市公共交通グランドデザインの策定と熊本市公共交通基本条例」 

（平成 27 年 5 月 21～22 日「熊本市現地調査結果」より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このように、公共交通政策に関する法律の改正等に伴い、近年では、公共交

通に関する条例が独自に制定されている。 

各都市の条例からは、地方分権や人口減少社会の到来等を背景に理念や責務

等を明確にする、施策の正当性を確保するなどの公共交通条例の意義が読みと

れる。 

しかしながら、住民や事業者の理解を得るための理念や計画策定にとどまっ

ている点、履行を担保する手段を定めることが困難である点などが条例制定の

際の課題としてあげられる。 

このような課題に対しては、都市自らが方向性を決定し、住民等に十分な説

明を行うことが必要であると思われる。 

(３) 関係主体の役割について 

① 都市の役割 

平成 25（2013）年 12 月に施行された「交通政策基本法」第 9 条では、「地方

公共団体は、基本理念にのっとり、交通に関し、国との適切な役割分担を踏ま

えて、その地方公共団体の区域の自然的経済的社会的諸条件に応じた施策を策

 熊本市は、公共交通を基軸とした多核連携のまちづくりを進めるため、平成 24 年 3

月、基幹公共交通の強化、日常生活を支えるバス路線網の再編、公共交通空白・不便地

域への対応を柱とする「熊本市公共交通グランドデザイン」を策定した。 

また、グランドデザインの実現に向け、市民・公共交通事業者・行政等の役割と責務

を規定するとともに、公共交通の維持及び充実に関する基本的施策を総合的かつ計画的

に推進するために、平成 25 年 4 月、「熊本市公共交通基本条例」を制定した。 

同条例は、前文と全 14 条の条文で構成されており、超高齢社会・人口減少社会の到来・

地球環境問題の拡大の中、公共交通を基軸とした熊本型コンパクトシティの実現（集約

型都市への転換）や、市民の公共交通による移動環境の確保（移動権の尊重）を目指し

ている。 
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定し、及び実施する責務を有する」、「地方公共団体は、情報の提供その他の活

動を通じて、基本理念に関する住民その他の者の理解を深め、かつ、その協力

を得るよう努めなければならない」と公共交通に対する地方公共団体の責務が

明記されている。 

現在の都市における公共交通は、赤字路線の維持が大きな役割として求めら

れるようになり、都市が地域の公共交通に対して責任を持つ重要な位置づけと

なっており、特に、生活路線については、基幹路線に対する国や都道府県によ

る補助制度はあるものの、都市が路線維持の支援を止めれば路線が廃止になっ

てしまう状況となっている。 

また、本研究会の調査結果をみても、公共交通政策に積極的な都市とそれ以

外の都市があるなどその取組状況においても大きな差異があることがわかった。 

こうしたことから、都市には、事業者への支援や独自の公共交通政策を策定

し、それを実施するための財源の確保、関係機関との調整を行うことが求めら

れていると考えられる。 

② 議会の役割 

住民の代表であり都市の政策や予算等の決定機関である議会は、まちづくり

との連携や地域全体に係る公共交通ネットワークの再構築を検討するうえで、

「地域公共交通網形成計画」や「地域公共交通再編実施計画」等の公共交通政

策の策定に関わるだけでなく予算や補助金が適正に支出されているか、その結

果として、政策・施策の効果について確認するなど公共交通に関し、今後とも

積極的に関与することが必要であると思われる。 

本研究会の調査結果では、福岡市の「公共交通空白地等及び移動制約者に係

る生活交通の確保に関する条例」（平成 22 年 3 月制定）、京都市の「京都市自転

車安心安全条例」（平成 22 年 10 月制定）及び「京都市交通安全基本条例」（平

成 25 年 5 月制定）が議員提案として制定された公共交通関連の条例としてあげ

られている。 

また、議会における取組について、本研究会の調査結果では、「地方自治法第

96 条第 2 項の規定により、公共交通に関する計画（総合交通計画や交通基本計

画など）の策定等を議決事件に追加している」が加盟 83 市中 1市（四日市市）

にとどまっている。 
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その他の事例としては、平成 24 年 1 月 1 日以降に行われた各議会における公

共交通に関する意見書（16 市）・決議（7市）の提出や、提言・要望等（17 市）

の提出、常任委員会における所管事務調査等（70 市）、公共交通に関連する政策・

施策等を審査・調査・研究する特別委員会（45 市）の設置等があげられており、

加盟 83 市においても、公共交通に関する政策・施策に対して様々な方法により

関与していることがみられる。 

少子高齢化が進行し、人口減少社会が到来する中で我が国の社会経済や地域

社会は大きく変容を見せ、都市は、時代の変化に伴う多くの課題に直面してい

る。 

このような中、都市は、今後の公共交通に対して重要な役割を果たさなけれ

ばならないが、二元代表制のもとで団体意思を決定し、執行機関を監視する役

割を担う議会においても、政策形成機能の発揮や多様な住民の意見の反映・集

約などを通じてその役割を十分に果たすことが求められている。 

公共交通に関する議会の役割は、住民の代表として中長期的な地域の将来を

見据えつつ大局的な視点を持って都市の公共交通政策を決定するとともに、長

が行う公共交通政策全般について断続的にチェックし、公共交通事業のＰＤＣ

Ａ（Ｐｌａｎ（計画）→Ｄｏ（実行）→ Ｃｈｅｃｋ（評価）→ Ａｃｔｉｏｎ

（改善））サイクルを厳格化し、公共交通事業の効率化を図るなどの取組を行う

ことが重要であるとされている。 

③ 国・都道府県の役割 

都市における公共交通政策は、基本的には各都市において実行するものであ

るが、一部の地域においては不十分なサービスしか提供できない状況にあり、

国や都道府県はこの状況を改善する役割が求められる。 

国は、都市の公共交通政策について、各都市が共通して持つべき情報の普及

に努めるとともに必要な財政支援を行うことが求められる。 

しかしながら、今後は、事業者等を監督する形での支援ではなく、安全で快

適な公共交通の実現に向けて側面からの支援が求められている。 

既に、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」の一部改正（平成 26

（2014）年）を通じて、「地域公共交通網形成計画」や「地域公共交通再編実施

計画」といった制度が整備されており、この計画を都市が中心になって策定し
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た後関係主体が集まる法定協議会で合意し国に提出して認定を受ければ支援が

受けられる枠組となっている。 

今後の国の役割は、このような制度を活用した公共交通政策を各都市が積極

的に行うことができるように、国土交通省の地方運輸局等と連携した取組を継

続することが必要であると思われる。 

また、都道府県は、国とともに公共交通を支援する中心的な役割を担ってい

たが、法改正等の制度整備に伴い、近年では、市町村が責任を負う枠組へと役

割が変化しており、今後の都道府県の役割は、主に市町村をまたいで運行され

る広域幹線的な路線についての各種支援に移っていくものと考えられている。 

本研究会の調査結果においても、加盟 83 市においては、今後対応して欲しい

都道府県の支援メニューについて、更なる財政支援の強化や市町村間の仲介・

調整、アドバイスの実施等の回答が多かった。 

また、実際に活用した都道府県の支援メニューをみると、財政支援が多く、

今後の都市における公共交通政策を進めていくうえでも財政支援など都道府県

の求められる役割が大きいことがわかった。 

○ 佐野市の取組（平成 27 年 4 月 28 日「佐野市現地調査結果」より） 

 

 

 

 

 

④ 公共交通事業者・住民の役割 

平成 25（2013）年 12 月に施行された「交通政策基本法」第 11 条では、「国民

等は、基本理念についての理解を深め、その実現に向けて自ら取り組むことが

できる活動に主体的に取り組むよう努めるとともに、国又は地方公共団体が実

施する交通に関する施策に協力するよう努めることによって基本理念の実現に

積極的な役割を果たすものとする」と公共交通に対する国民等の責務が明記さ

れている。 

また、都市・国・都道府県等は、今後の公共交通政策においても重要な役割

を果たすことが求められているが、同時に公共交通事業者の役割も存在する。 

国からの国庫補助金については、地域公共交通確保維持改善事業費補助金が、平成 24

年度 22,356 千円、平成 25 年度 30,117 千円、平成 26 年度 24,702 千円となっている。

他に、平成 26 年度については、平成 25 年 10 月にワゴン車を購入したため、車両減価

償却費等国庫補助金を 321 千円受けている。 

栃木県からの県補助金については、市町村生活交通路線運行費補助金が、平成 24 年度

3,115 千円、平成 25 年度 4,343 千円、平成 26 年度 5,140 千円となっている。 
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公共交通事業者の役割についてみると、公共交通の運行には技術とノウハウ

が必要であり、特に、バス事業については、運行経費の半分以上が人件費とい

う労働集約的な事業の特性がみられる。また、運転手の高齢化や若年労働者の

離職率の高まりにより運転手不足で事業継続が困難になっている例もみられる。

さらに、バス事業をはじめとする公共交通事業者は、公共交通の利用実態を最

もよく把握することができる立場にあり、各路線やネットワークのあるべき姿

を考える際には、都市・国・都道府県等の公的機関だけではなく公共交通事業

者が積極的に議論に参加する必要がある。 

このように、公共交通事業者には、質の高い運転手を確保し安全で安定した

運行を提供するとともに、その社会的な役割を踏まえ、公共交通の利便性の向

上及び利用の推進のための施策に協力することが求められる。 

次に、住民の役割についてみると、本来、公共交通の利用者である住民は、

金銭の負担や意見の表明が求められる立場であり、住民の意向を反映させ真に

地域のためになる公共交通を実現するならば、今後は、住民が公共交通の問題

に対して主体的に動く必要がある。 

このように、住民には、公共交通が日常生活に密接に関わるものであるとい

う認識のもとで人口減少や少子高齢化への対応、健康の増進、環境負荷の低減

等に資するということに関心を持ち、行政が行う公共交通の利用の推進のため

の施策に協力していくことが求められる。 

今後、公共交通の確保のためには、関係主体が一致協力のうえ地域に最適な

公共交通の全体像を描き、それを計画的に実行、改善していく必要がある。そ

の先に、誰もが安心して利用できる公共交通網が張りめぐらされ、活力に満ち

あふれた都市が実現しているのではないか。 
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○ 佐野市の取組（平成 27 年 4 月 28 日「佐野市現地調査結果」より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔参考文献〕 

 ・地域公共交通の手引（平成 24 年 3 月、国土交通省中部運輸局自動車交通部） 

 ・地域公共交通に対する自治体の取組状況及び地域公共交通の現況分析業務 

報告書（平成 24 年 10 月、国土交通省総合政策局） 

・地域公共交通の利用促進のためのハンドブック～地域ぐるみの取組～ 

（平成 25 年 5 月、国土交通省） 

・交通政策審議会交通体系分科会地域公共交通部会最終とりまとめ 

地域公共交通の充実に向けた新たな制度的枠組みとその活用に関する 

基本的な考え方（平成 26 年 8 月 6日、国土交通省） 

・諮問事項及び関連資料 

（平成 26 年 5 月 28 日、第 31 次地方制度調査会第 1回専門小委員会） 

・「定住自立圏構想」の推進 

（平成 27 年 5 月、総務省地域力創造グループ） 

・「連携中枢拠点都市構想の推進に向けた総務省の財政措置の概要」 

（平成 27 年 5 月、総務省自治行政局） 

 ・人口減少時代における地域公共交通のあり方－都市自治体の未来を見据えて－ 

（平成 27 年 3 月、公益財団法人日本都市センター） 

・公益社団法人日本バス協会「日本のバス事業」（平成 24 年） 

・自動車輸送統計年報、鉄道統計年報（平成 2年度～平成 22 年度） 

・国土交通省調査（平成 26 年 8 月） 

市民とともに作り上げる公共交通として、新規路線の導入に当たってワークショップ

を開催し、手づくりの案の策定を目指し、地域住民の声を反映させた。 

具体的には、市内のバス路線である名水赤見線の場合、路線を導入するという前提で、

バス路線の沿線住民であるワークショップのメンバーに話してもらったが、犬伏線の場

合、導入の可否からワークショップのメンバーに話し合ってもらった。コーディネート
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らった。 

行政側としては、ワークショップで決めたことはそのとおり運行するということを約

束し、実験運行中は、ワークショップのメンバーにはモニターとなってもらい、その後

も様々な機会で意見を聞いている。 
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おわりに 

 

本研究会では、平成 26 年 8 月に開催した第 100 回総会において、調査研究テ

ーマを「都市における公共交通のあり方」と決定し、約 2 年間にわたって調査

研究を行い、加盟 83 市に対する「都市における公共交通のあり方」に関する調

査、公共交通に関し先進的な取組を行っている都市への現地調査及び学識経験

者等からの講演聴取等を踏まえ、本会各会議を通じて都市における公共交通の

あり方についての検討を重ね報告書として取りまとめた。 

報告書では、まず、第Ⅰ章「都市における公共交通の現状」として、「都市に

おける公共交通のあり方」に関する加盟市調査結果、「都市における公共交通の

あり方」に関する現地調査結果から、都市における公共交通政策等について検

証した。 

続いて、第Ⅱ章「都市における公共交通のあり方」として、第Ⅰ章での検証

結果等を踏まえ「都市における公共交通を取り巻く状勢の変化」を明らかにし、

「都市における公共交通の必要性」を探り、「今後の都市における公共交通のあ

り方」についてその方向性を取りまとめた。 

「今後の都市における公共交通のあり方」では、議会の役割として、住民の

代表であり都市の政策・施策や予算等の決定機関である議会は、まちづくりと

の連携や地域全体に係る公共交通ネットワークの再構築を検討する上で、「地域

公共交通網形成計画」、「地域公共交通再編実施計画」等の公共交通政策の策定

に関わるだけでなく予算や補助金が適正に支出されているか、その結果として、

政策・施策の効果について確認するなど公共交通に関し今後とも積極的に関与

することが必要であるとしている。 

また、都市は、今後、地域の公共交通に対して重要な役割を果たさなければ

ならないが、二元代表制のもとで団体意思を決定し、執行機関を監視する役割

を担う議会においても、政策形成機能の発揮や多様な住民の意見の反映・集約

などを通じてその役割を十分に果たすことが求められているとした。 

今後、新たな枠組のもとで公共交通に関する様々な取組が全国各地で展開さ

れ、魅力ある活力に満ちた都市が生まれることを願うものである。 
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○ 総会講演録 
 

 

１ 第１００回総会（平成２６年８月１９日（火）） 

｢地域公共交通の現状と今後の課題｣ 

国土交通省総合政策局公共交通政策部交通計画課長 

海谷 厚志 氏 

 

２ 第１０１回総会（平成２７年２月９日（月）） 

｢都市における公共交通のあり方｣ 

～まちづくりと連携した地域公共交通ネットワークの再構築～ 

国土交通省関東運輸局地域公共交通マイスター 

為国 孝敏 氏 

 

３ 第１０２回総会（平成２７年８月１９日（水）） 

｢都市部における福祉交通のあり方｣～くらしの足を住民参加でつくる～ 

国土交通省関東運輸局地域公共交通マイスター 

認定ＮＰＯ法人かながわ福祉移動サービスネットワーク理事長 

清水 弘子 氏 
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